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主要港のコンテナ取扱量
※国土交通省資料引用

2014年

アジア諸港と比べ、日本の主要港の相対的地位の低下
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寄港便数・寄港回数

他国→増加
日本→減少

※国土交通省資料引用
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抜港によるフィーダーポート化

物流コストの上昇

リードタイムの増加

フィーダー輸送費
積み替え費用など

市場の変動による
在庫ロスのリスク増大

日本の経済に大きな影響

※国土交通省資料引用
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国際コンテナ戦略港湾政策 （2010年～）

目
的

目
標

主
な
施
策

国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大すること

国際コンテナ戦略港湾へ
の「集貨」

港湾背後への産業集積
による「創貨」

国際コンテナ戦略港湾の
「競争力強化」

・港湾運営会社に対する
集貨物支援

・港湾背後に立地する物
流施設の整備に関する支
援

・大水深コンテナターミナ
ルの機能強化

・荷役システムの高度化、
コスト削減

欧州基幹航路を週３便に増やすとともに、北米基幹航路のデ
イリー寄港を維持・拡大する。また、現状でわが国への寄港が
少ない航路の誘致も進める。
多方面・多頻度の直航サービスを充実する。
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港湾別コンテナ取扱量ランキング
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政策開始後の現状
→地位は低下し続けている

図. 日本の港湾別コンテナ取扱量の国際ランキングの推移

（引用）国土交通
省資料より作成

国際コンテナ戦略
港湾に選定
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問題解決の流れ

問題 原因 対策

物流コスト上昇
リードタイムの増加

？

国際コンテナ戦略港湾政策

対策を行うことで寄港便数の減少の問題が必
ず解決できるとはわかっていない

→原因分析がしっかりと行われていない

寄港便数の減少

貨物取扱量の増加
大型船の寄港
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研究目的

目的目的

①輸送サービスにおける寄港回数の減少の原因を明
らかにする

②政策における具体的な施策として、何をどの程度
行う必要があるか、時間の削減と集荷量に着目し提
言する

①輸送サービスにおける寄港回数の減少の原因を明
らかにする

②政策における具体的な施策として、何をどの程度
行う必要があるか、時間の削減と集荷量に着目し提
言する

検討
方法
検討
方法

①輸送サービスを構成する構成要素間の関係を定式化
1TEU当たりにかかる輸送費用から寄港回数の減少の原因を
検討する
②作成したモデルを利用し、必要削減時間を求める

東アジアの主要港湾と東京港、横浜港の取扱貨物量と輸送
サービスを比較する

①輸送サービスを構成する構成要素間の関係を定式化
1TEU当たりにかかる輸送費用から寄港回数の減少の原因を
検討する
②作成したモデルを利用し、必要削減時間を求める

東アジアの主要港湾と東京港、横浜港の取扱貨物量と輸送
サービスを比較する
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対象航路：北米航路（西岸）

ウィークリーサービス
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平均船型と寄港回数の推移

船型の大型化

近年の寄港回数
の減少

近年は大型化に伴い
寄港回数削減
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１サイクル時間の定式化

１サイクル時間：コンテナ船が輸送サービスを１周するのにかかる時間

１サイクル時間[h]＝入出港時間[h]＋荷役時間[h]＋航海時間[h]

:入出港時間の係数[h/回]
:寄港回数[回]:荷役時間の係数[h/TEU]
:船型[TEU]:航海時間[h]
:航海距離[mile]
:船速[mile/h]

M÷S

0.029

36.544
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モデルの信頼性

決定係数が0.972と高く、t値の値も高い。
P値の値から有意水準1%で有意である。
モデル式として妥当であると言える。
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必要隻数の算出

必要隻数[隻] ＝１サイクル時間ሾሿ
７ൈ２４ሾሿ ※小数点以下繰り上げ

例.1サイクル時間に1100時間かかる輸送サービス

必要隻数＝ ＝6.54

必要隻数は7隻となる
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前提条件

対象航路の中で航海距離、船型、寄港回数、の３つの値が代表的であ
るサービス（PSW）を前提条件とした
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平均船型と１サイクル時間・必要隻数

  
船型の大型化により
荷役時間が増加

必要隻数[隻] ＝１サイクル時間ሾሿ
７ൈ２４ሾሿ

１サイクル時間が
増加することで
必要隻数の増加
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寄港回数と１サイクル時間・必要隻数

   必要隻数[隻] ＝１サイクル時間ሾሿ
７ൈ２４ሾሿ

寄港回数の増加により
入出港時間が増加

１サイクル時間が
増加することで
必要隻数の増加

寄港回数の減少により
入出港時間が減少

１サイクル時間が
減少することで
必要隻数の減少
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感度分析のまとめ

・船型の大型化が必要隻数の増加をもたらしている
・寄港回数の減少は必要隻数の減少をもたらす

船型の大型化における隻数の増加を、
寄港回数を減らすことで抑制している
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輸送費用の定式化

ᇱ
TC:輸送費用[円]TCᇱ:1TEU当たりの輸送費用[円/TEU]FL:燃料費 EF:入出港費HC:荷役費 CE:船員費SP:船舶費 CO:コンテナ関係費
CAP:平均船型[TEU]f:寄港頻度[回/年]

※黒川らの論文から引用

輸送費用[円]＝燃料費＋入出港費＋荷役費＋船員費＋船舶費＋コンテナ関係費

１TEU当たりの輸送費用[円/TEU]＝輸送費用[円]÷（平均船型[TEU]×寄港頻度[回
/年]×２）
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船型と輸送費用の関係

大型化により費用
は下がっている

必要隻数の増加に
伴い、費用が増加

している

5800TEU→6000TEU
0.6万円増加
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寄港回数削減による輸送費用の削減
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寄港回数削減による輸送費用の削減
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寄港回数削減による輸送費用の削減

３回削減
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寄港回数削減による輸送費用の削減

４回削減
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寄港回数削減による輸送費用の削減

５回削減
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船型と輸送費用の関係

寄港回数の削
減で輸送費用
の削減効果

寄港回数を削減
→隻数の増加を防ぐ
→輸送費用の低減
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結果

目的目的
①輸送サービスにおける寄港回数の減少の原因を明

らかにする
①輸送サービスにおける寄港回数の減少の原因を明

らかにする

大型化による輸送費用削減のスケールメリットを
享受するため、

寄港回数を減らす抜港を行っている
これが寄港回数の減少の原因である

結果
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検討概要

1. 寄港誘致の可能性
現状の輸送サービスにおいて、東京港へ寄港を増
やした場合の想定される1サイクル時間

2. 荷役・入出港時間の短縮
東京港へ寄港を増やした場合の、必要短縮時間の
推定

3. 寄港誘致のための必要貨物量の推定
東アジア諸港の港湾における、コンテナ取扱量と寄
港する輸送サービス数から東京港、横浜港の必要
貨物量を推定する
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検討における前提条件

ウィークリーサービス

35

検討概要

1. 寄港誘致の可能性
現状の輸送サービスにおいて、東京港へ寄港を増
やした場合の想定される1サイクル時間

2. 荷役・入出港時間の短縮
東京港へ寄港を増やした場合の、必要短縮時間の
推定

3. 寄港誘致のための必要貨物量の推定
東アジア諸港の港湾における、コンテナ取扱量と寄
港する輸送サービス数から東京港、横浜港の必要
貨物量を推定する
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東京港への寄港を増やした場合

サービス 入出港時間 荷役時間 航海時間 合計

PSW-2 292 16 507 815
PSW-2＋東京港 365 16 514 896

ウィークリーサービ
スを満たせない

隻数増加の必要
→船社の負担が大きい

入出港時間 増加
航海時間 増加
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検討概要

1. 寄港誘致の可能性
現状の輸送サービスにおいて、東京港へ寄港を増
やした場合の想定される1サイクル時間

2. 荷役・入出港時間の短縮
東京港へ寄港を増やした場合の、必要短縮時間の
推定

3. 寄港誘致のための必要貨物量の推定
東アジア諸港の港湾における、コンテナ取扱量と寄
港する輸送サービス数から東京港、横浜港の必要
貨物量を推定する
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平均船型に伴う削減率

グラフの変化
→船速の影響

16.2％

5548TEU
(PSW)

削減率[%]＝
１サイクル時間の上限を超過した時間ሾሿ

入出港時間＋荷役時間ሾሿ
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削減の検討をすべき項目

入出港時間の削減を考えることが重要

[既存研究]
西村(2009)
コンテナターミナルのオペレーションの改善によ

り、荷役時間を17.7％削減することができる

しかし、、、

荷役時間は全体の2％

1サイクル時間の内訳

※入出港時間のイメージ
入港前の航路の混雑、バースの立地・整備
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検討概要

1. 寄港誘致の可能性
現状の輸送サービスにおいて、東京港へ寄港を増
やした場合の想定される1サイクル時間

2. 荷役・入出港時間の短縮
東京港へ寄港を増やした場合の、必要短縮時間の
推定

3. 寄港誘致のための必要貨物量の推定
東アジア諸港の港湾における、コンテナ取扱量と寄
港する輸送サービス数から東京港、横浜港の必要
貨物量を推定する
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年間輸送能力と取扱コンテナ量の関係

ある程度取扱コンテナ数が増加
→年間輸送能力が増加
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年間輸送能力と取扱コンテナ量の関係

回帰式よりも低い位置
↓

平均的な、年間輸送能
力に対するコンテナ取
扱量から見ると、コンテ
ナ取扱量が少ない
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年間輸送能力と取扱コンテナ量の関係

69.3

5.0

103.1

32.9

より一層の集荷対策を行わなければならない
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現状の不足量

輸送サービス
を増やした時
の不足量



補足：政策目標達成のためには…

・政策目標と現状の輸送サービス数の比較

・政策目標を達成するための必要集荷量

大阪港では現状の２倍以上、川崎港では目標達成が厳しい
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結果

目的目的
②政策における具体的な施策として、何をどの程度行う必要が
あるか、時間の削減と集荷量に着目し提言する
②政策における具体的な施策として、何をどの程度行う必要が
あるか、時間の削減と集荷量に着目し提言する

東京港への寄港誘致を行うには、少なくとも入出
港時間・荷役時間の約16％の時間を削減しなけ

ればいけない

また、荷役時間の削減だけではなく入出港時間の
削減の対策に取り組むべき

結果
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結果

目的目的
②政策における具体的な施策として、何をどの程度行う必要が
あるか、時間の削減と集荷量に着目し提言する
②政策における具体的な施策として、何をどの程度行う必要が
あるか、時間の削減と集荷量に着目し提言する

輸送サービスを１つ増やすためには
東京港→約103万 TEUの集荷が必要（現在56％）
横浜港→約33万TEUの集荷が必要（現在71％）

結果
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まとめ

隻数の増加による費用の増加を抑えるため、寄
港回数を減らしていることが寄港回数の減少の原

因である

東京港への寄港誘致を行うには、
少なくとも入出港時間・荷役時間の

約16％の時間を削減しなければいけない

輸送サービスを１つ増やすためには
東京港→約103万 TEUの集荷が必要（現在56％）
横浜港→約32万TEUの集荷が必要（現在71％）
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ご清聴ありがとうございました。


